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大 分 県



県政重点方針は、県政運営の長期的、総合的な指針である長期総合計画の着実な実行を図るため、年度ごと

に定めるアクションプランとして位置づけているものであり、今後の予算編成等はこの方針に沿って進める。

本年９月、県政推進の羅針盤となる新たな長期総合計画「安心・元気・未来創造ビジョン２０２４～新しい

おおいたの共創～」を策定した。令和７年度を計画の「実行元年」と位置付け、計画の力強いスタート及び着

実な推進に向けて諸施策を積極的に展開していく。

自然減が１万人を超えるなど想定を上回るスピードで進む人口減少、初めて「南海トラフ地震臨時情報」が

発表された日向灘を震源とする地震の発生、気候変動による環境問題など、本県を取り巻く状況は厳しさを増

している。一方で、官民一体で後押ししている賃上げの実現や、企業の設備投資意欲の向上、台湾企業の九州

への進出といった国際経済情勢の変化等をチャンスと捉え、この時流を逃さないようにしなければならない。

また、持続的発展のためには、礎となる人材の育成や、加速する先端技術の活用なども重要である。

こうした認識の下、災害に強い強靱な県土づくりや子育てしやすい環境の整備、あらゆる産業における人材

の確保・定着支援や本県の魅力を活かした移住促進、カーボンニュートラル実現に向けたＧＸ・生産性を向上

させるＤＸの推進に加え、地域やまちの魅力を高める広域交通ネットワークの形成、遠隔教育大分モデルの確

立などに取り組む。

ビジョン２０２４の実現に向けた第一歩を踏み出すとともに、その先の未来も見据え、県民とともに新しい

おおいたを創りあげていく。

はじめに
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１ 災害対策・危機管理

・強靱な県土づくりの推進
・能登半島地震を踏まえた防災対策の見直しと
消防力の充実強化

・感染症の流行に備えた対策の強化

２ 環境保全

・温室効果ガス排出削減の推進
・経済成長と環境負荷の軽減を両立させる
循環経済の構築

・豊かな自然を活かした新たな魅力の創出

３ こども・子育て～子育て満足度日本一の実現～

・結婚前から子育てまで継続的な啓発・支援の強化
・困難を抱えるこどもへの支援
・こどもまんなかまちづくりの推進

４ 健康、医療・介護～健康寿命日本一の実現～

・健康寿命延伸や医療提供体制の充実に向けた
社会基盤の強化

・地域における介護サービス提供体制等の充実

５ 障がい者～障がい者活躍日本一～

・地域の担い手としての障がい者就労の促進

６ 人権・共生社会

・すべての人の人権が尊重される社会づくり
・共に支え合う地域づくり
・NPO等との協働の推進と育成強化

７ 治安・県民生活

・誰もが安全・安心に暮らせる社会づくりの推進
・消費者の安心や生活衛生の向上と動物愛護の推進
・食の安全・安心の確保と未来へつなぐ食育の推進

１ 農林水産業

・園芸・畜産の生産拡大を中心とした農業の成長産業化
・循環型林業の確立による林業・木材産業の持続的な
発展

・環境変化に対応し豊かな海を次世代につなげる水産業
への転換

２ 中小企業・地域経済

・賃上げの促進と物価高騰への対応
・創業・事業承継の促進や地域商業の活性化

３ 観光・ツーリズム～世界に選ばれるおんせん県おおいた～

・大阪・関西万博等を契機とした誘客促進・魅力発信
・持続可能な観光地域づくり

４ 海外戦略・外国人との共生

・企業の海外展開と県産品の輸出の促進
・外国人に選ばれ、共生できる大分県づくり

５ 人材確保・育成

・多様な人材の確保及び人材の育成・定着支援
・女性に選ばれる職場・地域づくりの推進

６ 芸術文化

・芸術文化を享受できる機会の充実
・芸術文化による地域活性化の推進

７ スポーツ

・ライフステージに応じた県民スポーツの推進
・スポーツによる地域の元気づくりの推進

１ 交通ネットワーク、企業誘致・産業集積

・将来を見据えた広域交通ネットワークの整備
・九州の東の玄関口としての空港・港湾機能の強化
・公共交通サービスの維持と利便性向上
・産業集積の強化に向けた環境整備・企業誘致

２ 移住・定住、地域づくり

・若年層の移住促進
・魅力ある持続可能な地域づくりの推進

３ カーボンニュートラル・ＧＸ

・大分県版カーボンニュートラルの推進
・経済と環境の好循環を生み出すＧＸの推進

４ ＤＸ・先端技術

・生産性・付加価値を高めるＤＸの推進
・先端技術を活用した地域課題の解決と新たな産業
の創出

５ 教育

・デジタル技術を活用した教育の質の向上
・安全・安心で質の高い教育環境の確保
・教員の人材確保に向けた取組と働き方改革の推進
・私立学校の振興及び大学と企業の連携強化

分野別分類

安心 元気 未来創造
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安心分野

１ 災害対策・危機管理

○強靱な県土づくりの推進
○能登半島地震を踏まえた防災対策
の見直しと消防力の充実強化

・孤立集落対策や被災者支援、応
援・受援体制の強化など防災対
策の強化

・消防団の確保・育成など消防力
の充実強化

頻発・激甚化する自然災害への対応、今後発生が予想されている南海トラフ地震への対策や、能登半島地震など過去の災害の教訓を
活かした防災減災対策が急務です。また、新興・再興感染症の流行に備えた体制の強化も必要です。

・個人防護具等の段階的な
備蓄の確保

・保健所の感染症対応力の
強化

○感染症の流行に備えた
対策の強化

・流域のあらゆる関係者と協働する
流域治水や、土砂災害対策の推進

・盛土規制法に基づく盛土等の適正
な管理の推進

・建築物の耐震化への支援

・社会インフラの老朽化対策の推進

２ 環境保全

県民総参加による「グリーンアップおおいた」のもと、これまでの環境政策を継承しつつ、県民の更なる行動変容と環境と経済の好
循環を促す取組を着実に進めることが必要です。

○経済成長と環境負荷の軽減を
両立させる循環経済の構築

・循環経済の実現に向けた社会
実装化など資源循環関連産業
の育成支援

・プラスチックごみゼロの実現
に向けた取組の推進

○豊かな自然を活かした
新たな魅力の創出

・ユネスコエコパークの
魅力創出に向けた選ば
れるコンテンツづくり

・九州自然歩道の管理体
制の整備など受入環境
の充実

○温室効果ガス排出削減
の推進

・再エネの普及拡大に向けた
蓄電池等の導入支援

・公共建築物のＺＥＢ化の
推進

・公共交通機関の利用拡大
などスマートムーブの推進

OITAスポGOMIブロック大会

-3-

ドローンによる孤立集落への
救援物資配送訓練



３ こども・子育て

４ 健康、医療・介護

「子育て満足度日本一」の実現に向けて、ライフステージの進展に応じた切れ目ない支援や子育てしやすい住環境の整備などが必
要です。また、様々な困難を抱えるこどもへの支援の充実が求められています。

「健康寿命日本一」の実現に向けて、地域が抱える様々な健康課題に応じた対策が必要です。また、増加する在宅医療ニーズや要介
護・認知症高齢者、医療・介護人材不足等への対応が求められています。

○健康寿命延伸や医療提供体制の充実に向けた
社会環境基盤の強化

・指標を活用した市町村の健康課題の解決支援

・医療機関等と連携した在宅医療提供体制整備の
加速

・救急安心センター（♯７１１９）など地域にお
ける救急医療提供体制の確保

・医療従事者の確保・育成

○地域における介護サービス提供体制等
の充実

・介護業務の負担軽減対策のさらなる推進

・外国人を含む介護人材の確保対策強化

・地域や企業における認知症バリアフリー
の推進

・県営住宅の改修など子育てし
やすい住環境の整備

・民間との連携による魅力ある
公園づくりの推進

・通学路の危険箇所解消など安
全で安心な交通環境の整備

・地域における婚活支援の強化

・訪問型産後ケアなど妊産婦へ
の支援拡充

・男性の家事・育児促進に向け
た情報発信の強化

・保育人材や放課後児童支援員
の確保・育成

○結婚前から子育てまで
継続的な啓発・支援の強化

○こどもまんなかまちづくり
の推進

○困難を抱えるこどもへの
支援

・市町村等と連携したヤング
ケアラーへの支援

・医療的ケア児・発達障がい
児・里親等への支援の強化
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ノーリフティングケア
（抱え上げない介護）

子育て世帯向け住戸の整備
（対面キッチンへの改修事例）



「障がい者活躍日本一」の実現に向けて、障がい者の希望や特性に
応じた多様な就労機会の確保や賃金・工賃向上のための支援の充実が
必要です。また、就労のみならず、芸術やスポーツなど様々な社会活
動への支援の充実（元気分野に記載）が求められています。

７ 治安・県民生活
加速度的に拡大する詐欺被害など治安上の課題への対応、災害等への対処、交通事故等への対策が必要です。また、複雑化、多

様化する消費者トラブルへの対応や県民の日常生活に直結する生活衛生の向上、食の安全・安心確保等も求められています。

〇誰もが安全・安心に暮らせる社会づくりの推進

・特殊詐欺被害など県民を詐欺から守るための総合
対策の推進

・災害等対処能力の向上や緊急通報対応機能の高度化

・サイバー空間の安全確保対策の推進

・交通安全意識の高揚と交通ルールの周知や交通安全
施設の着実な整備

６ 人権・共生社会
すべての人の人権が尊重され、住民が互いに支え合う地

域づくり、多様な主体との協働による課題解決が求められ
ています。

〇ＮＰＯ等との協働の推進と育成強化

５ 障がい者

○地域の担い手としての障がい者就労の促進

・法定雇用率対象企業増加に伴う一般
就労の促進

・地域産業への新規参入・業務拡充の
促進

・共同受注センターの機能強化など賃
金・工賃アップに向けた受注機会の
創出

○食の安全・安心の確保と未来へつなぐ
食育の推進

・多様な主体と連携した子ども向け講座など
食育の充実

○共に支え合う地域づくり

・民生委員の担い手確保の促進

・自立したＮＰＯの育成に向けた伴走支援

・災害時のＮＰＯとの協働に向けた体制構築と育成強化

○すべての人の人権が尊重される社会づくり

・気づきにくい差別を防止するための人権啓発
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縫製現場での就労の様子

○消費者の安心や生活衛生の向上と
動物愛護の推進

・年代ごとの傾向に応じた、消費者トラブル
に対する注意喚起の推進

・猫の殺処分頭数減少に向けた取組の拡大

詐欺被害防止広報啓発



１ 農林水産業

・中核的経営体の経営発展段階に応じた支援や新たな経営体の確保

・果樹を中心とした大規模園芸団地整備と魅力ある肉用牛産地形成の加速

・持続可能な担い手の育成など地域営農の推進

・オールおおいたでの販路開拓や輸出促進など需要に応じた販売チャネルの構築

○園芸・畜産の生産拡大を中心とした農業の成長産業化

・事業体同士の協働や林地集積など中核的経営体の経営拡大に向けた取組の強化

・加工流通施設整備による大径材の活用促進や育苗施設整備など早生樹造林の加速

・森林・林業教育の促進や狩猟者確保に向けた取組の強化

○循環型林業の確立による林業・木材産業の持続的な発展

○環境変化に対応し豊かな海を次世代につなげる水産業への転換

農林水産業の成長産業化の実現に向けて、主体的に経営を拡大する「元気な担い手」が、収益性の高い「元気な産地」をつくり、
新たな担い手を呼び込む好循環を生み出すことが必要です。また、需要に応じた更なる販路拡大などが求められています。

新たに整備した種苗生産施設

整備の進む早生樹育苗施設

・養殖場の大規模化や付加価値向上など中核的経営体の経営拡大に向けた取組の強化

・環境変化に対応した養殖業への転換と種苗生産施設を活用した新たな増殖モデルの導入

・海づくり大会を契機とした魚食推進など県産魚の消費拡大に向けた取組の強化

大規模園芸団地の整備(イメージ)

元気分野
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２ 中小企業・地域経済

・市町村と連携した事業承継診断の前倒し実施等
を通じた事業承継支援の強化

・社会課題解決に貢献する社会起業家の創出支援

・関係機関と連携した中小企業支援体制の拡充

・観光と一体となった地域商業の活性化への支援

・持続的な賃上げに向けた生産性向上
・価格転嫁等への後押し

・国の経済対策等と連動した物価高騰
対策の検討

○賃上げの促進と物価高騰への対応 ○創業・事業承継の促進や地域商業の活性化

３ 観光・ツーリズム

持続的な賃上げや物価高騰に対応するためには、生産性向上や価格転嫁等の取組を進めることが必要です。また、中小企業等の経営
基盤の強化に向けた支援や地域商業の活性化等が求められています。

○持続可能な観光地域づくり

・自然環境や地域の生活に配慮しつつ観光消
費額の増加につながるアドベンチャーツー
リズムの推進

・ユニバーサルツーリズムの推進に向けた普
及啓発と環境整備への支援

・ツーリズムおおいたの専門性・経営力向上
等による機能強化

○大阪・関西万博等を契機とした誘客促進・魅力発信

・大阪・関西万博や宇佐神宮御鎮座１３００年を
好機とした誘客促進

・大阪・関西万博自治体催事や万博関連イベント
における大分の魅力発信

・インバウンドを含む海外市場に向けた県産品の
販路拡大

本格的な観光需要の回復に向けて、大型イベント等を契機とした戦略的な誘客促進に取り組むことが必要です。また、持続可
能な観光への関心が高まる中、自然、歴史・文化を活かしたツーリズムの推進などが求められています。
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豊後高田市のアドベンチャー
ツーリズムコース

アトツギ甲子園決勝大会



５ 人材確保・育成

○多様な人材の確保及び人材の育成・定着支援

多くの産業や分野で人材不足が深刻化しており、人材の確保・育成が急務です。また、女性をはじめ多様な人材が活躍できる社会
づくりが求められています。

○女性に選ばれる職場・地域づくりの推進

・地域での高校生向け合同企業説明会の開催等による若年者の県内就職促進

・企業と外国人材のマッチング等による外国人材の活躍促進

・企業ニーズに沿ったリスキリングの支援

・産業を支える人づくり

▹ 保育分野 ▹ 医療分野 ▹介護分野 ▹ 農林水産業 ▹ 製造業 ▹ 宿泊業

▹ 建設産業 ▹ 運輸業 ▹ 情報通信業

・女性活躍応援企業等への支援

・性別役割分担意識の解消に向けた実践的な
アプローチ等の実施

・新たな海外展開に向けた海外県人会や留学
生ＯＢ・ＯＧ等との連携強化

・新たな輸出先国の開拓など海外輸出の促進

○企業の海外展開と県産品の輸出の促進

４ 海外戦略・外国人との共生
世界経済等の変化により海外市場の競争が激化しています。また、在留外国人の増加が見込まれる中、多文化共生社会の推進が求め

られています。
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元気分野

○外国人に選ばれ、共生できる大分県づくり

・外国人コミュニティと連携した多文化共生モデ
ルの推進

・外国人の生活実態やニーズの多様化に対応した
取組の強化

大分県の15～69歳人口就業者数
（出典：労働力調査（総務省）、就業構造基本調査（総務省））

台湾プロモーション

女性活躍応援県おおいた認証企業
(愛称：おおいたキャリエール)

ロゴマーク高校生向け企業説明会

建設産業で活躍する女性を
紹介する冊子「BLOCKSY」

（単位：千人）
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６ 芸術文化

ＯＰＡＭ１０周年などを契機とした芸術文化の更なる振興や、
誰もが各地で芸術文化の魅力を享受できる環境づくり、担い手の
育成などが求められています。

７ スポーツ

・競技やスポーツ施設の専門家等を
活用した合宿誘致の強化

・大型イベント等を契機とした障が
い者スポーツのブランディング強
化と普及促進

○スポーツによる地域の元気
づくりの推進

県民が主体的に参画する地域のスポーツ環境の整備や、スポー
ツイベントやトップアスリートによる地域の元気づくりが求めら
れています。

○ライフステージに応じた
県民スポーツの推進

・子育て・働く世代におけるスポー
ツ実施機会の拡充

・地域スポーツ活動の充実に向けた
指導者育成等の環境構築

県立美術館（ＯＰＡＭ）

元気分野

○芸術文化を享受できる機会の充実

・ＯＰＡＭ１０周年を記念したイベン
トの実施

・大型イベント等を契機とした障がい
者芸術展の開催や魅力発信強化

○芸術文化による地域活性化の推進

・地域の顔となる芸術文化活動づくり
への支援

・担い手が減少する芸術文化活動の次
世代育成への支援

大学チームのスポーツ合宿

総合型地域スポーツ
クラブでの活動

-9-

地域の芸術文化活動



１ 交通ネットワーク、企業誘致・産業集積

・中九州横断道路、中津日田道路、庄の原佐野線、東九
州自動車道４車線化の整備促進

・東九州新幹線等の整備計画路線格上げに向けた働きか
けの強化や機運醸成

・豊予海峡ルートの実現に向けた関係県等との連携強化

○将来を見据えた広域交通ネットワークの整備

人や物の流れを活性化する広域交通ネットワークの充実が必要です。また、九州の東の玄関口としての空港・港湾機能の強化や、地
域を支える公共交通の利便性向上や人材確保、多様で魅力的な企業の誘致や立地基盤の整備も求められています。

・新たな工業用地開発の加速

・半導体やＥＶなどの成長産業の誘致強化

・デジタルコンテンツ産業の振興や地域へ
の誘致強化

○産業集積の強化に向けた環境整備・
企業誘致

・自動運転等新たな交通手段やサービスの
創出

・駅などの交通拠点の乗継利便性の向上

・地域交通等を担うドライバーの確保対策

○公共交通サービスの維持と利便性向上

・別府港フェリーターミナルや大分港ＲＯＲＯ船、コン
テナターミナルの整備促進

・クルーズ船の受入環境整備やポートセールスの推進

・空港の受入体制充実に向けた人材確保対策

２ 移住・定住、地域づくり

・事業者と連携した生活基盤維持モデルの創出や持続
可能な地域づくりの推進

・各地域で活力づくりに取り組む主体の掘り起こしや
情報発信の強化

○若年層の移住促進

人口減少が加速する中、転出超過が顕著となっている若年層に対する移住促進策の強化が必要です。また、人口減少下においても、
持続可能で魅力ある地域づくりを進める必要があります。

○魅力ある持続可能な地域づくりの推進

・若年層に対する移住支援の充実

・企業と連携した移住支援情報の発信

○九州の東の玄関口としての空港・港湾機能の強化

別府港再編イメージ図

広域交通ネットワーク
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未来創造分野

東京での移住相談会



３ カーボンニュートラル・ＧＸ

○大分県版カーボンニュートラルの推進

２０５０年のカーボンニュートラルの実現に向け、各分野において温室効果ガスの排出量を減少させるとともに、経済と環境の好
循環の創出に向けた「環境先進県おおいた」の取組を進めることが必要です。

・グリーン・コンビナートおおいた推進構想の実現に向
けた企業間連携の推進

・新たなグリーン水素の製造や利活用の実証支援

・水素サプライチェーン構築に向けたモデル事業の創出

・地熱・温泉熱等の再エネ資源の利活用促進

○経済と環境の好循環を生み出すＧＸの推進

４ ＤＸ・先端技術

・ドローンのさらなる社会実装の促進

・空飛ぶクルマ／フネの社会実装に向けた取組の
推進

・ロボティクスやＡＩなど様々な先端技術活用の
拡大

・宇宙港の実現可能性調査の実施や宇宙関連産業
の参入支援

・中小企業の生産性向上に向けたデジタル技
術の活用促進

・医療・福祉専門職の負担軽減につながるＩ
ＣＴ機器等の導入支援

・公共事業におけるＩＣＴ化の推進

・ＩＣＴツールを活用した業務効率化やデジ
タル人材の確保等による行政ＤＸの推進

○生産性・付加価値を高めるＤＸの推進 ○先端技術を活用した地域課題の解決と
新たな産業の創出

デジタル社会の進展や技術進化は、新しい価値を次々と生み出しており、地域課題の解決に向け、様々な分野で先端技術に挑戦
し、ＤＸを推進していくことが必要です。また、先端技術の活用による新産業の創出につなげることが求められています。

・企業に選ばれる再エネ促進エリアの創出

・カーボンニュートラルポート形成の推進

・Ｊｰクレジット等の創出と活用支援

水素ステーションと
燃料電池自動車

未来創造分野
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ICT建機での施工



５ 教育

○デジタル技術を活用した教育の質の向上

・県立高校における遠隔教育大分モデルの確立や義務教育段階における遠隔授業の展開

・国内外の大学など高等教育機関との連携やグローバル人材の育成強化

○安全・安心で質の高い教育環境の確保

・スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの配置充実など、いじめ・不登
校の未然防止策の強化

・フリースクール等との連携・協働など個に応じた教育機会の拡充

・県立夜間中学開校に向けた取組の加速

地域を担う人材育成や、どの地域においても多様で質の高い教育を提供できる環境整備が必要です。また、こどもたちが安心して
学校生活を送ることができる環境づくりや、教職員の働き方改革、魅力ある私立学校づくりも求められています。

○教員の人材確保に向けた取組と働き方改革の推進

・教員採用試験の見直しなど教員確保対策の強化

・高校入試手続に係る教員業務の負担軽減など労働環境のさらなる改善

○私立学校の振興及び大学と企業の連携強化

・理工系人材育成等の特色ある私立学校づくりの支援

・私立学校等における保護者負担の軽減

・大学等と地域や企業との協働拡充

理工系人材育成に向けた企業訪問

遠隔教育の様子

夜間中学模擬教室
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未来創造分野



行財政改革の着実な推進
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急速な少子高齢化・人口減少の進行や社会資本・公共施設の老朽化、社会保障関係費の増加といった構造的な課題に対
応するため､デジタルの力を活用した「社会変革」と、持続可能で質の高い公共サービス等の維持・向上の実現に向け
て、行財政改革を着実に進めていくことが必要です。

・県民サービス向上に資する業務の効率化・高度化

（デジタル行革による業務効率化、公共性の高い分野のＤＸ推進）

・市町村の行政ＤＸ支援 ・デジタルデバイド対策の推進

１ 県民目線に立ったデジタル社会の実現

○ 行政におけるＤＸ人材の確保・育成と環境整備○ ＤＸの加速化と先端技術の活用

・ＤＸ人材の確保・育成

・オープンデータの環境整備と利活用促進

・デジタルインフラの効果的な運営及び活用

５ 職員人材の確保・育成と働き方改革の推進、安定的な財政基盤の確保

○ 職員人材の確保・育成

・若年層向け研修の充実や職員の定着を高める取組の推進

・中長期的な視点に立った女性職員の育成・キャリア形成支援

○ 働き方改革の推進

・効率的で質の高い働き方を実現するオフィス改革の推進

○ 事業の選択と集中等による安定的な財政基盤の確保

・財政調整用基金残高の確保、県債残高の適正管理

２ 連携・協働による公共サービス等の維持・向上

・水道・下水道事業の効率化と持続可能な経営の推進

○ 市町村連携等による広域課題の解決と効率化

○ 長寿命化・予防保全の推進

３ 社会資本・公共施設の老朽化への対応

・予防保全型維持管理の推進

○ 県有建築物の有効活用・民間活力の活用

・県民ニーズを踏まえた施設の用途廃止・集約化

４ 社会保障関係費の増加への対応

○ 医療費適正化と地域医療構想の更なる推進

・データ活用による効率的・効果的な保健事業の推進

・在宅医療の充実・強化と医療機関の機能分化・連携促進

○ 介護予防・自立支援と高齢者の活躍推進

・地域包括ケアの基盤強化と自立支援型サービスの推進

・高齢者の就労促進や地域活動の参加促進



新たな長期総合計画の「実行元年」として、計画の力強いスタート及び着実な推進に向けて諸施
策を積極的に展開していく必要がある。そのため、予算特別枠「新しいおおいた共創枠」を設
け、効果的な新規・重点事業を投入し、県民とともに新しいおおいたを創りあげていく。

※対象とする取組はソフト事業を中心とする。

（案）
予算特別枠「新しいおおいた共創枠」
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「安心・元気・未来創造」の大分県づくり

①災害に強い県土づくりの推進や危機管理の強化
②「環境先進県おおいた」の実現に向けた環境政策の推進
③子育て満足度・健康寿命・障がい者活躍の三つの日本一の実現
④多様な主体との協働・連携による地域共生社会の実現
⑤安心・安全な県民生活の実現

１ 安心

○予算特別枠の対象とする政策テーマ：

２ 元気
①農林水産業の成長産業化
②中小企業の活力向上や地域経済の活性化
③世界に選ばれる「おんせん県おおいた」の実現
④多様な人材の確保・育成と活躍推進
⑤芸術文化・スポーツによる元気づくり

３ 未来創造

①地域やまちの魅力を高める交通ネットワークの充実や多様な産業集積の形成
②魅力的で持続可能な地域づくりの推進
③新たな価値を創造するＧＸ・ＤＸの推進や先端技術への挑戦
④「教育県大分」の創造に向けた新たな学びの推進


